
都市公園の整備、都市空間の緑化、
緑地の保全を総合的に推進

都市公園法と都市緑地保全法の統合
・民有地緑化の推進
→（例）大規模建築物における緑化率
　　　　 規制の導入

・都市公園の効率的な整備
→（例）立体的に都市公園区域を定め
　　　　 る制度の創設

・公園、河川、道路等の連携による水　
　と緑のネットワークの形成
→緑地保全・公園整備を一体的に進め
　る補助制度の創設　等　

河川と下水道の事業間連携を通じ、流
域管理のアプローチにより、都市洪水・
浸水の解消を図る

･河川と下水道の連携による施設整備
→河川管理者と下水道管理者が雨水
　貯留浸透施設を連携して整備するた
　めの補助制度の充実

観光立国の実現に向け、魅力あ
る観光交流空間づくりや戦略的
な情報発信戦略を総合的に展開

･観光交流センター整備とまちづ
　くりを一体的に実施するため、　
　補助制度を充実
→まちづくり統合補助金の拡充

緑豊かな都市空間の創出
魅力ある観光交流空間
づくり

都市洪水・浸水の解消

総合的な雨水対策総合的な緑地の確保

「緑の回廊構想」の推進

観光拠点の集中的整備

広範な所管事業間の連携による交
通結節点における面的バリアフリー
化

･駅及び駅周辺地域の面的バリア　
　フリー化等の促進
→駅舎、ホーム、自由通路、駅前広
　場等に対する補助金を同時採択、
　官庁施設のバリアフリー化とも連　
　携

・公共交通機関等のバリアフリー化
→地方公共団体ごとに指標の公表・
　個別駅等の診断実施

・ノンステップバスの普及促進
→標準化車両の認定制度の創設

少子・高齢社会に対応した
バリアフリー社会の形成

バリアフリーの推進

社会資本整備重点計画を契機として、成果重視の法体系や補助制度などへ、施策体系を改革する。

２０１０年までに一日平均利
用者数5000人以上の乗降駅
（H13末2742駅）と周辺地域
を１００％バリアフリー化

２００７年までに都市域におけ
る水と緑の公的空間確保量を
約１割(約12㎡/人→約13㎡/人)
増加

２００７年までに床上浸水を緊
急に解消すべき戸数を約９万
戸から約６万戸に減少

２０１０年までに海外からの
観光客１０００万人（倍増）
を達成

河川下水道連携による雨水貯留
浸透施設

１－（１）成果重視の施策体系への改革

内水

治水治水＋内水

治水 内水

（効率化）

特定都市河川浸水被害対策法に基づく
雨水貯留浸透施設整備の推進

治水対策上必要な雨水貯留浸透施
設のうち内水対策上緊急性の高い
ものを、一部下水道事業費で整備



「官から民へ」という原則の下、社会資本や地域交通における地域住民、ＮＰＯ、
民間企業等の取組みを促進し、新たな公共施設管理の仕組みへ転換する

ＮＰＯ、民間事業者等による
公共施設の設置、管理等の促進

公共施設における
占用行政等の転換

地域交通におけるＮＰＯ、
地域住民等の参画の充実

コミュニケーション型行政の推進

地域の特性に応じたきめ細やかなニーズへの対応

都市公園の
植栽、花壇等
の公園施設

地域住民やＮＰＯ
等に管理を開放
（都市公園）
都市公園法改正により公園管
理者と同等の設置管理の権能
を付与
（下水道）
ガイドライン作成による参画
促進
（道路）
住民団体等がみちを活用して
イベントや美化活動などの継
続的な地域活動を行うための
ガイドラインを作成
（港湾）
管理委託をすることを内容と
するみなとまちづくりプラン
（仮称）の策定について支援

下水道開渠、
せせらぎ、処理
場の上部空間

緑地等の港湾
施設

行政コストの削減　　　　　　　　　　　　　　効率的なサービス提供

河川敷地

オープンカフェな
どの収益施設等
にも開放

（河川）

占用施設の対象拡大により、

にぎわいのある空間創出や

河川舟運を可能とする環境

整備（準則改正）

（港湾）

収益施設の設置を認め、緑

地の維持管理財源に利用料

金を活用（指針改正）

港湾緑地

ＮＰＯ等による
有償運送可能
化事業に係る
特区制度の全
国展開

ＮＰＯ等による
ボランティア
輸送を実現

公共交通利用
転換実証実験
制度等

ＮＰＯ等の参画
による公共交
通機関の利用
の促進

運行管理や事故処理の
体制整備に先進的な取
組みを行うＮＰＯを支援

１－（２）社会資本や地域交通における住民参加等の取組みの促進

道　　路



●

●

●

Ａ事業

Ｂ事業

Ｃ事業

Ｄ事業

事業箇所
を地図上
から選択

県単位で
事業箇所
を表示　

事業箇所毎の
評価結果の経
緯を表示　　

○各事業の新規採択時評価、再評価、事後評価の一連の
　経緯が一目で分かるよう、評価カルテとして一括整理。
　これにより評価結果を事業執行や評価手法の検討に活
　用。
○様々な立場の人が評価結果を見ることが出来るよう、
　費用便益分析などのバックデータを含め、インターネ
　ットで公表。（新規採択時評価における計画交通量、
　需要予測等）
○事業箇所を検索しやすいよう地図上に整理。

○各事業の新規採択時評価、再評価、事後評価の一連の
　経緯が一目で分かるよう、評価カルテとして一括整理。
　これにより評価結果を事業執行や評価手法の検討に活
　用。
○様々な立場の人が評価結果を見ることが出来るよう、
　費用便益分析などのバックデータを含め、インターネ
　ットで公表。（新規採択時評価における計画交通量、
　需要予測等）
○事業箇所を検索しやすいよう地図上に整理。

新規事業採択時評価（直轄・公団）：約60件／年（H12～H14の３ヶ年平均）
再評価（直轄・公団）：約180件／年（H12～H14の３ヶ年平均）

毎年、約240件以上の直轄・公団事業の評価を実施

H15から事後評価を導入

評価結果公表の現状

・全事業統一的な様式で公表。
・様式には、費用・便益の値、便益
　計測に当たっての主な根拠（例え
　ば、計画交通量、浸水戸数）、そ
　の他の評価の指標を記載。
・新規事業採択時評価、再評価の結
　果のみを公表。

公表の充
実を求め
る声

１－（３）事業評価カルテによる評価結果の蓄積、公表の充実

表　評価カルテ（例）

○年度事業化

Ｂ：○○、Ｃ：○○

事業効果、必要性　等

新規事業

採択時評価

事業概要

○○市○○町所在地

Ａ事業事業名

新
規
採
択
時
評
価

再
評
価

算定根拠

　継続継続／中止
の　判　断

事業評価監
視委員会の
意　　　見

・事業の必要性

・事業の進捗の見込み

・コスト縮減・代替案の可能性

　　　　　　　　　　　　　等

再評価結果

平成○年度（１０年継続）再評価年度

・改善措置の必要性　　等事後評価を踏
まえた対応

事業評価監視
委員会の意見

・費用対効果分析の要因の変化

・事業の効果の発現状況

・環境への影響

・社会経済情勢の変化　等

事後評価結果

平成○年（完了後○年）評価年度

Ａ事業事業名 事
後
評
価



航空サービス高度化のための社会実験等の実施

　・航空輸送サービスの質の向上

　・観光需要喚起による地域経済の活性化

２－（１）大都市圏拠点空港の整備等による利用者利便の向上

ローカル線維持に必要な環境整備

観光立国実現に必要な基盤整備

・空港における外国人旅客向け案内表示
　等の整備

税制の戦略的な見直しを実施

より効率的な運航の実現に
向けた規制の見直し

　・管理の受委託の要件の弾力化
　・国際チャータールールの要件の緩和

航空産業の総合的支援

航空利用者の利便向上　⇒　国際競争力の向上

（例）・空港アクセスの改善（関係施設の割引等によ　
　　　　る需要拡大など）
　　　・空港利用者の利便性の向上（空港内での交通・
　　　　観光総合案内の充実など）
　　　・国際旅客・貨物の利便性の向上（空港におけ　
　　　　る出入国の円滑化など）

社
会
実
験
等
の
実
施

東

京

港

川

摩

〔現行〕２９便/時間 ２８．５万回/年

《3９１便/日 （7８２回）に相当》

〔再拡張後〕４０便 /時間、４０．７万回/年

《557便/日（1114回） に相当》

発着容量が１．４倍　増加 《１２．２万回/年（１６６便/日に相当）増加》

羽田空港再拡張事業の主なスケジュール

供
用
開
始

可能な限りの
早期完成を目指す

工　

事　

完　

成

工事

工　

事　

着　

手

可能な限りの
早期着工を目指す

関
係
法
令
手
続

＜2000年代
後半＞

中部国
際空港
の供用
開始

成田空
港の民
営化

関西国
際空港２
期工事
の主要
部分埋
立ての
完了

空
港
の
整
備
等

　《再拡張の意義》

1．発着容量の制約の解
　消

2．多様な路線網の形成・
　多頻度化による利用者
　利便の向上

3．航空市場における真
　の競争を行わせるため
　の環境整備

4．都市の国際競争力強
　化（都市再生）

5．地域交流の促進、地域
　経済の活性化

羽田空港は、航空需要の増加から発着能力が既に限界

⇒発着容量の制約によるボトルネックの解消が急務

⇒再拡張事業の早期実施が必要 ◎平成16年度の事業化を目指す
・新設滑走路及び連絡誘導路の契約・発注手続に着手
・環境影響評価手続等に着手

事前の現地調査

一般競争入札手続
（設計・施工を一体的に発注）

・環境アセスメント手続
・飛行ルート・航空機騒音
問題の解決（地元対策）

事業スキーム（財源）の検討

東京港港湾計画の変更

船舶航行安全対策の検討

連絡誘導路 新設滑走路　
2,500ｍ

航空保安無線施設
用地（検討中）

新海面処分場

C滑走路　3,000ｍ

B滑走路　2,500ｍ

A滑走路　
3,000ｍ

多摩川

東　

京　

港

・ＰＦＩ手法によるターミナル・駐機場等の整備の検討

東

京

港

川

摩

東京国際空港（羽田）再拡張事業の推進

〔現行〕２９便/時間 ２８．５万回/年

《３９１便/日 （7８２回）に相当》

〔再拡張後〕４０便 /時間　４０．７万回/年

《557便/日（1114回） に相当》

発着容量が１．４倍　増加 《１２．２万回/年（１６６便/日に相当）増加》

羽田空港再拡張事業の主なスケジュール

供
用
開
始

可能な限りの
早期完成を目指す

工　

事　

完　

成

工事

工　

事　

着　

手

可能な限りの
早期着工を目指す

関
係
法
令
手
続

＜2000年代
後半＞

中部国
際空港
の供用
開始

成田空
港の民
営化

関西国
際空港２
期工事
の主要
部分埋
立ての
完了

空
港
の
整
備
等

　

羽田空港は、航空需要の増加から発着能力が既に限界

⇒発着容量の制約によるボトルネックの解消が急務

⇒再拡張事業の早期実施が必要 ◎平成16年度の事業化を目指す

事前の現地調査

一般競争入札手続
（設計・施工を一体的に入札・発注）

・環境アセスメント手続
・飛行ルート・航空機騒音
問題の解決（地元対策）

事業スキーム
（財源）の検討

東京港港湾計画の変更

船舶航行安全対策の検討

連絡誘導路 新設滑走路　
2,500ｍ

航空保安無線施設
用地（検討中）

新海面処分場

C滑走路　3,000ｍ

B滑走路　2,500ｍ

A滑走路　
3,000ｍ

多摩川

東　

京　

港

・新設滑走路及び連絡誘導路の契約・発注手続に着手
・環境影響評価手続等に着手
・ＰＦＩ手法によるターミナル・エプロン等の整備の検討

（１）　桟橋工法　　　　

多
摩
川

　

第一航路側：埋立工法

（２）　埋立・桟橋組合せ工法

（３）　浮体工法　　

工法決定



健全かつ自由な事業活
動を促す市場環境

効率的で安全かつ環境
に優しい輸送サービス

◎海上物流コストのより一層の低減

◎国際産業競争力の向上と経済の活性化

アジア諸国の主要港湾をしのぐ港湾
コスト・リードタイムの実現

事業規制
の見直し

スーパーエコ
シップの研究

開発　

社会的規制
の見直し　

物流高度化
船の建造支
援強化

内航海運業法
の見直し
・許可制　　　　
　→登録制　
・事業区分撤廃

実証試験の実施
等。燃料消費量
約10％削減、積
載量約20％増大

・船員職業安
　定法の見直
　し（常用雇用
　型派遣事業
　の制度化等）
・内航船員配
　乗の見直し

事業団船舶
共有建造制
度の活用と工
夫

・ＡＩＳを活用
　した次世代型
　航行支援シス
　テムの整備
・国際幹線航路
　のボトルネッ
　クとなる浅瀬
　等の撤去
・安全性と効率
　性を両立させ
　た新たな通航
　方式等の検討

船舶航行のボトル
ネックの解消

海上ハイウェ
イネットワー
クの構築

◎モーダルシフトの推進

◎自立的な内航海運事業の育成 ◎海上輸送のボトルネックの解消

荷主

海貨・通関業

ターミナル

船社

陸運

港湾物流情報港湾物流情報
プラットフォームプラットフォーム

（事務所） （運転手）

行政手続システム行政手続システム
（シングルウィンドウ）（シングルウィンドウ）

連携連携

全員参加全員参加全員参加全員参加全員参加全員参加

全員参加全員参加

全員参加全員参加

：情報の流れ

：貨物の流れ
凡例

港湾物流の情報プラットフォームの構築 システム開
発等の実施

・リードタイ
ムの短縮

・物流コスト
の低減

航行時間の短縮

効率的な運
航の実施

技術革新等に
も対応した安
全で効率的な
乗組体制等の
構築

事業展開の多
様化等による
競争的事業環
境の創出

２－（２）海上物流改革の実現

高度船舶
安全管理
システム

メンテナン
スコスト低
減、稼働率
の向上

スーパー中枢港湾の育成

平成16年度の取組み：スーパー中枢港湾の指定・支援措置の創設

・コストの削減・荷役の迅速化・情報提供サービスの高度化
・夜間荷役の安全性向上、労働環境の向上

【ターミナルシステムのIT化】
制御システム

港湾コストを３割削減

主な施策

IT化は荷役エリアゲート

現在３～４日のリードタ
イムを１日程度まで短縮

【ターミナルシステムの統合・大規模化】

統
合

現行ターミナル現行ターミナル

1．別個のオ
　ペレーショ
　ンシステム
　による運営

次世代高規格次世代高規格
コンテナターミナルコンテナターミナル

１．総合ｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝｼｽﾃﾑに
よる、広いター
ミナルの効
率的な運営

２．ｹﾞｰﾄ、ｺﾝﾃﾅﾌﾚｰ
ﾄｽﾃｰｼｮﾝ、ﾒﾝﾃ
ﾅﾝｽｼｮｯﾌﾟ等の
集約・施設費の
節約

遠隔操作システム

無線LANシステム

無人ゲートシステム
コンテナダメージ
自働チェック

コンテナ船

２．ｹﾞｰﾄ、ｺ
　ﾝﾃﾅﾌﾚｰ
　ﾄｽﾃｰｼｮ
　ﾝ等を個
　別に設　
　置　　

個別の
バース管理

一体的な
バース管理

ヤード奥行きの拡大

物流の効率化による産業競争力の向上、環境問題の解決に資するモーダルシフトの実現等、海上物流を
巡る諸課題への対応をハード・ソフト一体となって実施



現状と課題現状と課題

施策の方向性施策の方向性

・公共事業発注者の自ら利用等により廃棄物排出量を削減し、資源の再生利用を促進

３－（１）　みどりリサイクルの推進（刈草等の有効利用）

堤防除草、道路除草
等で、大量の刈草等
が発生

・一部、リサイクル　
　されているものの
　大半が焼却処分　
　されている。
・減容せずに輸送　
　し、処分している。

CO2排出に
よる地球温
暖化

処分コスト高

リサイクルを推進する上での課題リサイクルを推進する上での課題　：　　：　（１）需要と供給のアンバランス　　（２）使用用途が限定されている

現状のリサイクル用途の例

［刈草ＲＤＦの炭化物］　水質浄化材、地盤改良材

刈草(重量にして約3000kg)
刈草(容積にして100㎥)

効果効果　：　（１）地球温暖化防止　　（２）刈草等処分コストの低減

ＲＤＦ（リサイクル固形燃料）化技術

今後検討すべきリサイクル用途の例

　［刈草ＲＤＦ］　土壌改良材、緑化基盤材、マルチング材、自家肥料

　［刈草ＲＤＦの炭化物］　融雪材、軽量盛土材、燃料　

公共事業

廃棄物
リサイクル品リサイクル

ＲＤＦ化技術等

施策①施策①
　公共事業発注者の自ら利用と地域全体での
　活用で、使用用途と使用量を拡大させる

施策②施策②

使用用途の拡大に資する技術開発を促進する

刈草等を原料として、発酵させて堆肥化する

堆肥化技術

住宅

新木質系リサイクル材

解体

床フロー
リング等

構造材等

木材は再資
源化率低い

利用用途、需要量
の拡大

　
燃焼、
廃棄等

従来

市場拡大⇔価格低下

リサイクル材に係る評価
手法等の検討・整備

(強度、耐久性等）

技術開発促進

木材リサイクルの推進木材リサイクルの推進



　○NOx　・・・約７２万トン
　　　　　　　　　（国内総出量比：約３０％）
　○SOx　・・・約２７万トン
　　　　　　　　　（国内総出量比：約２５％）

■　船舶分野については、

　これまで排出ガス未規制

船舶からの大気汚染の現状

○　船舶からの排出ガス等を規制する
　　ＭＡＲＰＯＬ条約附属書Ⅵが、
　　平成16年度中に発効見込み
○　５年毎の規制値の見直し

国際的な動き

船舶からの排出ガス規制が
初めて実現

NOx排出量を約１０％低減
　　　　　　　　　（現存船比）

70%

30%

NOx排出量 (72万t)

25%

75%

SOx排出量 (27万t)

船舶船舶

今後、さらなる環境保全に向けた
技術開発の推進と、新たな技術の
普及促進が急務

将来に向けた抜本的な
環境負荷低減を実現しうる基盤を確立

技術開発の推進
・スーパーエコシップ実証試験開始
・高機能排煙処理システムの研究開発　　等

MARPOL条約 附属書Ⅵ
（海洋汚染防止条約附属書Ⅵ）

国内法制化

・NOxの排出規制

・燃料油の使用規制　　　等

　船舶からの排出ガスが酸性雨など環境に対する悪影響の要因の一つになっていること等を踏まえ、ＭＡＲＰＯＬ
条約附属書ＶＩが採択された。我が国としても同附属書の国内法制化に取り組むとともに環境対応型新技術の
開発・普及を推進する必要がある。

３－（２）船舶からの大気汚染の防止対策



×３

○全国に１０隻の放置座礁外国船が存在
○いずれも保険に未加入

○やむを得ず自治体が撤去・補償の場合も

チ
ル
ソ
ン
号
の
撤
去
風
景
（日
立
港
）

○保険加入が義務付けられていない
→　外国船の平均保険加入率 ７３％

○船主が海外に所在する場合、責任追及が

困難

　

そ
の
結
果

その原因

対　策

【放置座礁船対策の骨子】【放置座礁船対策の骨子】
（H15.7 検討会とりまとめ）

○船舶所有者等に保険加入等を義務付け、

無保険船に対しては、入港禁止等の規制

を行なう制度の導入

→法制度の整備、保険加入情報照会システ

ムの構築　等

○座礁船の撤去等を行なう地方公共団体に

対し国が一定の支援を行なう制度を創設。

　 なお、港湾区域、海岸保全区域等管理者

が存在する特定の区域については、既存制

度を拡充。

→予算要求

対　

策

放置座礁外国船（沖縄県那覇港）

３－（３）放置座礁船対策



緑豊かな都市空間の創出

都市公園の整備、都市空間の緑化、
緑地の保全を総合的に推進

都市域における
水と緑の公的空間確保量
約１割増加

（H14：約12→H19：約13㎡/人）

・民有地緑化の推進
　（例）・大規模建築物における緑化率規制の導入
　　　　・市民緑地の対象の拡充（人工地盤上の
緑化施設など）　等

・都市公園の効率的な整備の措置の充実
　（例）・立体的に都市公園区域を定める制度
　　　　　の創設

立体公園イメージ立体公園イメージ

住宅

立体公園

店舗

駐車場

駐車場及び店舗の上部等を公園として整
備することにより、貴重な都市空間を階
層的に有効活用を図ることができる

※：都心部の10×10km範囲を対象とした数値シミュレーションの結果

既存緑地の保全

公園による緑の創出

緑豊かな道路空間の形成

緑豊かな水辺の創出

緑の回廊構想イメージ緑の回廊構想イメージ

「緑の回廊構想」等の推進
（水と緑のネットワークの形成）

・緑地保全、公園、河川、道路、下水道
　等の事業間連携及び多様な主体の　
　参画による、水と緑のネットワーク形
　成の推進

ヒートアイランド対策の推進

（参考）
東京都心部の緑化面積
を３９．５％まで増加さ
せた場合（現況は27.5%)、
平均気温が
０．３度低下

※

・現象の把握、発生メカニズムの分
　析・解明
・対策による効果の評価手法の確立
・総合的な対策の推進（地表面被覆
　の改善、自動車・建築物等からの
　排熱の抑制、水の蒸発散作用の　
　活用など）

・ヒートアイランド現象の緩和
・生物とのふれあいのある都市
・水と緑のうるおいあふれる都市　

・ヒートアイランド現象の緩和
・生物とのふれあいのある都市
・水と緑のうるおいあふれる都市　

緑地保全、公園、河
川、道路等オープン
スペースの連携

３－（４）環境負荷の少ない都市・地域づくり

・都市公園法と都市緑地保全法の統合



一地域一観光の推進

４－（１）観光立国の実現

ビジット・ジャパン・キャンペーンの推進
等日本ブランドの発信

メディア招請

トップセールス

ロゴマーク

地域の特性
を活かした
魅力ある
地域が出現

外国人が一人歩きできる環境整備
○外国人旅行者にもやさしい観光交流空間づくり

地区の選定

協議会の設置

○外国人による環境整備状況の診断・ガイドラインの作成

○複数の国の店舗、交通機関等でそのまま使えるＩＣカードの開発・普及

案内標識の設置状況、
利用状況の点検

行動計画の策定と
案内標識整備の実施

○観光推奨バス路線指定制度の創設等による外国人観光客に使いやすいバス交通の実現

○外国人旅行者向け共通乗車入場券の開発

○外国人にも分かる路線番号等による道路案内標識、観光用案内標識の整備

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
等

一地域一観光の進め
方に関するアドバイス

・全国各地に相談窓口　　　
　（地方整備局・運輸局及　
　び事務所等）

各種施策の推進への支援

・観光地の魅力づくり活動を機動的に支

　援する観光プラスワン大作戦
・観光交流空間づくりモデル事業
・観光カリスマ塾の開催による人材育成等
・地域の自主的な観光交流基盤づくりに
資する『重点推進プラン』に対する支援

　　 地域への周知

・観光立国の意義、一地域
　一観光の趣旨の浸透
・広報、シンポジウム等の
　実施

行動計画づくりへの支援

・観光総合コンサルタント事業
・観光まちづくり実施支援
　プログラム
・地域の魅力再発見活動の
　共同実施
・サイクルツアー推進計画の
　作成支援

「にっぽん魅力サイト」（仮称）



・基本理念を明確化

・市町村単位の総合的な計画

・総合的な計画に基づき行為規　
　制を行う仕組み

関　連　す　る　法　制　の　整　備

電線類地中化に
よる効果の例

具体的なアクション　⇔　観光振興の施策とも連携

〇観光地など一定地区で違反屋外広告
　物等を短期的に集中整理

〇観光振興にも留意しつつ、関係者が連
　携し、選定した緊急に推進すべき地区　
　内の主な道路で５年目途に電線類地中
　化

　

　非幹線道路も含めた無電柱化推進のため　

　　・軒下配線等の地中化以外の無電柱化

　　　手法への支援

　　・土地区画整理事業において非幹線道路

　　　を助成対象に追加

　　　　　　　

各地域において地域
景観の点検

景観阻害要因につい
てチェック

【景観基本法制の制定】

４－（２）良好な景観形成のための基本的枠組みの確立と具体的アクション

【緑に関する法制の抜本的　
　見直し】

＝都市公園法と都市緑地保全
　法とを統合

（再掲）

・屋外広告物許可制度の対象となる区域を拡大

・違反屋外広告物を簡易に除去できる制度の手続　
　き整備

・屋外広告物規制に関する市町村の役割強化

・悪質な事業者に対する措置の強化と技術者の育　
　成

【屋外広告物制度の充実】

【公共事業への景観アセスメント
（景観評価）の導入】

公共事業における景観形成

・公共事業の実施前や完了後など

　事業の各段階において、景観を

　評価

・住民や有識者等から多様な意見

　を聴取しつつ、事業案に反映

等

例）「道の景観の通信簿」、
　　「川の通信簿」を全国
　　で実施

集中的除去等を重点
的に実施すべき地区
については景観阻害
要因重点除去事業
（仮称）等への点検結
果活用を図る







○速度超過
○過労運転
○わき見・漫然運転　　　　等

事故の原因

平成１５年６月２３日、愛知県新城市の　　　　

東名高速道路で発生した事故

○死傷事故発生割合の高い地区において高齢者を
　はじめとする歩行者対策を面的・総合的に実施
○高齢者の事故実態調査、行動分析の実施
○高齢者向け乗員保護装置や高齢者の知覚向上を
　図る新技術の開発促進
○高齢者のバス車内事故への対策
○歩道の段差・勾配の改善など歩行空間のバリアフ
　 リー化を推進
○車両のバリアフリー度評価・公表制度によるバリア
　 フリー化の推進

・内閣総理大臣談話（平成15年1月2日）
○「今後本格的な高齢社会が到来することを考えると、高齢者

　の交通安全対策に重点的に取り組まなければなりません」

年齢層別死亡者数の推移

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

42 47 52 57 62 4 9 14 年

人

15歳以下

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65歳以上

大型トラック事故への対策

・大型トラックによる事故の多発
背景

対策

・高齢者が加害者となる事故が増大
　○高齢者が第１当事者となる交通事故が最近10年間で3倍
　○高齢者が第１当事者となる事故は全事故の1割
・交通事故に遭う高齢者が増大し、一度事故に遭うと死　
　亡に到る率が高い
　○交通事故死者の38％が高齢者
　○歩行中の交通事故死者の63％が高齢者
　○高齢者が第２当事者となる交通事故が最近10年間で2.4倍
　○全年齢層に比べると高齢者の致死率は3.6倍

背景

本格的な高齢社会の到来に向けた交通安全対策

６－（１）交通安全対策の推進

○スピードリミッタ
　装着義務付けの
　確実な実施

○先進安全自動
　車（ＡＳＶ）技術
　の実証研究
　・居眠り警報、車間距離警報、被害軽減ブレーキ等

○トラック事業者等への監査の強化
　・警察との連携強化、ＩＴの活用による監査の効率化

○貨物自動車運送事業安全性評価事業の推進
　・トラック運送事業所の安全性を評価して優良事業所
　　を公表して、利用者の選択を促す

対策

計器盤表示　－

車間距離警報装置のイメージ



◎ノンステップバスの標準仕様の認定制度

　の創設

面的なバリアフリー　

　　　　環境の整備

⇒　事業連携等により

重点目標を効果的・

効率的に実施

コスト高に
よる導入
制約

◎バリアフリー化緊急改善プロジェクト

わずかな
改良が進
まない

わずかな不備によってバリアフリー化が達成さ

れていない旅客施設について、個別に施設等

の改善点についてアドバイス、処方箋を提示

◎交通バリアフリー指標（ＢＦＩ）の公表整備の進
度に地方
公共団体
間の格差
がある

基本構想策定状況、鉄道駅等のエレベータや

エスカレータ設置率、主な道路のバリアフリー

化率等の個別指標をまとめ、地方公共団体毎

に公表

６－（２）バリアフリー施策の推進

■ノンステップバスの標準仕様

地方公共団体の
意識の向上

バリアフリー化基準に
適合した施設改善

量産効果による更
なるコストダウンを
通じた導入促進

駅及び駅周辺地域
のバリアフリー化
等の推進のための
各種補助金の同時
採択、官庁施設の
バリアフリー化と
も連携

バ
リ
ア
フ
リ
ー

推
進
上
の
課
題

　　　　　　　
基本構想の
策定促進

バリアフリーに係る政策目標

（２０１０年までに一日平均利用者数

５０００人以上の旅客施設と主要な

周辺道路、駅前広場等を１００％バ

リアフリー化）の達成に向けた整備

　の加速化

基本構想
の策定⇒
優先採択

乗り入れるバス
について優先採
択

認定を受けた車両に補助を重点化

あわせて、施設の設置状況等について利用者

にわかりやすい情報提供を推進



　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

○　都市再生特別措置法
→　都市再生特別地区、民間事業者による都市計画提案　
　→ 金融支援措置

○　国際空港・港湾の整備促進、アクセスの改善
○　環状道路体系の整備　　　　など

【ファースト・ステップ】
　都市再生の基礎的条件の整備

○地域の歴史・文化や創意工夫を活か
した個性ある都市再生の推進

○民間の発案に基づき、民間資金・民
間ノウハウの最大限の活用　

　　特に、都市再生分野における民間の
　新たな事業機会を創出し、民間の潜在
　力を最大限に引き出すため、都市再生
　機構による誘導業務、条件整備を実施

都市再生ファンド創設
　　民間資金の流入促進

○「地域が自ら考え自ら行動する」
　 都市再生活動を「全国都市再生
　モデル調査」として新たに支援

（１０億円を限度に関係省庁配分）

連携

【新たなステップ】
全国を対象にした「身の回り」の生活の
質の向上と「地域経済・社会」の活性化

【セカンド・ステップ】
　　都市再生の拠点となる地域の整備促進

○地方公共団体等の提案（８４０件程
　度）に基づき、テーマごとに協議会等
　 を設置して検討を実施

・環境共生まちづくり関係府省連絡会議
・歴史的たたずまいを継承した街並み・
まちづくり協議会　　　等

都市再生本部における取組み

○都市再生総合整備事業、まちづくり総合支援事業（統合補助金）による総合的な
　支援の実施

７－（１）都市再生の新たな展開

計画支援 事業化支援 完遂支援

権利関係の調整

行政との調整

都市計画提案

民間事業者等のニー

　ズ把握

コーディネート

○都市再生機構による都市再生への民間誘導

種地の機動的取得

（土地有効利用事業等）

公共施設整備

敷地整備・基盤整備

民間事業者のみで実施が　　　　　　　　　　　　　
　困難な場合に、都市再生　　　　　　　　　　　　　
　機構が共同事業者となって民間事業の完遂を支援（参
　加組合員、特定事業参加者、特定建築者制度、民間事
　業者等との共同出資）

整備敷地、スケルトンの賃貸により、民間事業者に
　よる良質なファミリー向け賃貸住宅の供給を支援　　
　（民間供給支援型賃貸住宅制度）

共同事業者等

としての参画・支援

　　民間主体の　　　　
都市再生の促進

　　民間と共同し　　　
投資環境を整備

都市再生の阻害要因　　
－公共施設の未整備等

○交通結節点を中心とした都市再生を更に推進するため、道路、都市事業と鉄道事
　業の同時採択による交通結節点の効率的な整備を推進

密集市街地
大規模工場跡地等

○「全国都市再生モデル調査」により先進取組事例を抽出、事例集の取りまとめ



土地市場の透明
化・効率化を通
じた投資家の参
入促進

【市場における土地取引情報の拡大】

【有能な不動産鑑定士の確保】

【土地・住宅税制の活用】

７－（２）市場環境の整備等による土地・住宅市場の活性化

土地取引情報の収集、提供

＊企業情報、個人情報の保護の観点に
　も留意しつつ、提供内容、方法の詳細
　等はＰＩ等も活用して検討（法改正を含
　む）

投資意欲を喚起

土
地
・
住
宅
市
場
の
活
性
化

・投資家（消費者）が参照　

　できる市場情報の拡大
・市場における価格形成の
　透明性・信頼性の向上
・投資家（消費者）のリスク
　の低減

・投資意欲を喚起するため土地保有課税（固定資産税等）、譲
渡　課税の軽減を求める。
・国民の住生活の向上を図るとともに、経済活性化に資する住
宅　投資を促進するため、住宅ローン減税等について適切な措
置を　講じる。

・試験制度の簡素合理化（３回→１回化）等により鑑定士を目
　指す者の裾野の拡大
・不動産市場の変化に対応して実務の修習過程を充実（収益性
　重視の評価、市場分析の高度化への対応等）

（法改正）



　　　　　　　　　

　　～公共交通による持続可能なコミュニティ再生～　　
鉄　道 乗継ぎ等 海上交通

○交通機関空白の過疎
　地の輸送対策（ＮＰ
　Ｏ等による交通機関
　空白の過疎地におけ
　る有償運送可能化事
　業に係る特区制度の
　全国展開）

○地方部でも導入しや
　すいＩＴ技術の導入
　（バスロケーション
　システムに比べて車
　載器不要で低コスト
　なバス利用情報提供
　システムの導入支援
　等）

○離島航路近

　代化補助の

　見直し（高

　速化・大型

　化→バリア

　フリー化）

○各モード共通ＩＣカードの大幅
　展開

・共通化等に必要な拡張性のある
　中央集中型システム構築の支援

・共通利用のためシステム標準化

・ＩＣカード等から抽出した移動
　データをもとに、環境負荷の少
　ない交通行動の誘発効果を検証

○カーシェアリング（自動車の共
　同利用）の展開

・ＩＣカード活用による公共交通
　との連続利用の容易化、実証実
　験の実施

・カーシェアリング関連規制の運
　用の見直し等

自動車

公共交通活性化総合プログラム※の活用→地域住民・ＮＰＯ等の参画の充実
※公共交通サービスの維持・活性化に関する個別のプロジェクトの実現に向け、地方運輸局が中心となって具体的方策、関係者間の役割分担についてコンセンサス作りを行う調整メカニズム

○地方鉄道について以下のような支
　援を実施

・地域が存続を選択し、駅周辺等の
　地域振興の事業を連携して実施し、
　事業者もサービス改善等を着実に
　実施する場合の鉄道施設の改良等
　に支援

・安全性の緊急評価に基づく緊急の
　安全対策が必要な場合の緊急保全
　整備事業に支援

・地方鉄道の実態にあった保守整備
　基準の策定

公共交通利用転換実証実験※等の活用
※マイカー利用からのシフトを目的とした公共交通利便性向上策の試験的取組みに対し、ソフト経費に対する補助等の支援

離島航路活性化実証
実験（仮称）の創設

地域住民・ＮＰＯ等の参画の充実（地域住民・ＮＰＯ等が実施する取組みを支援対象に追加）

○地方鉄道の老朽化による事故

○経営悪化による再建の動き

○事業者の撤退による交通空
　白地帯の出現

○シームレスな交通による
　利便性向上の必要性

○ナショナルミニマム
　の離島航路の確保

課
題

７－（３）地域交通の再生



「情報」、「土地利用」及び「防災施設」が一体となった安全な地域づくりへの転換

（１）災害危険箇所周知プロジェクト

○土砂災害警戒区域等の指定の促進

○土砂災害に係る危険箇所の周知率を３年間で１００％

○地下街の多い都市部等で浸水危険箇所の周知率を３
年間で１００％

○改正水防法に基づき、洪水ハザードマップ整備を推進

○津波・高潮及び地震ハザードマップ整備の推進

○住宅・建築物の耐震診断、定期報告の推進

（２） 災害情報提供プロジェクト

○住民との相互通報を可能とするシステムの整備につい
て、緊急的整備を要する箇所を対象に概ね３年間で実施

○気象･国土情報を一体化した土砂災害情報の各戸への
提供、土石流監視装置等の開発・活用等の社会実験実施

○地域防災計画における水害対策強化マニュアル（仮
称）の策定により、水災防止機能の強化

○津波防災ステーション等の整備

○国際協力による津波予報の迅速化・高度化

○ナウキャスト地震情報の提供・利用の拡大

（３） 災害警戒避難プロジェクト

○集落ごとに土砂災害防災拠点を整備し、機器設置等
を行う

○市町村職員、消防団員を対象に都道府県等が研修
を実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

○地下空間管理者による避難計画作成のための技
術的な指針　　　　　　　　　　　　　　　　等

○津波に対する一次避難地の確保・避難路の整備

○避難計画策定指針等の整備　　　　　　　　

○避難場所等となる建築物の耐震診断の推進　

○二次災害防止のための建築物の応急危険度判定
の推進

土砂災害対策緊急プロジェクト土砂災害対策緊急プロジェクト

都市地下等浸水対策緊急プロジェクト都市地下等浸水対策緊急プロジェクト

地震・津波対策緊急プロジェクト地震・津波対策緊急プロジェクト

【共通事項】
○地域の安全・安心促進基本計画（仮称）の創設
　緊急的対応が必要な地域ごとに、情報、土地利用及び防災施設が一体となった防災の基本計画を、施設管理者及び市町村等が共同して策定

○緊急災害情報システムの確立（消防庁等との連携）
・レーダー・雨量計等による地域ごとのリアルタイム情報及び市単位の気象警報等を作成・提供するシステム及び情報通信網の整備
・同報無線、テレビ、携帯電話等多様な手段による徹底した情報伝達体制の確立
・降雨の異常現象に対応するため、気象予測等の精密化

○土砂災害防止法や都市水害新法による流域等が一体となった災害対応の強力な推進

特に命を守るための緊急的な対応が必要　　　　

危険箇所の増加、地下街利用の増加など　　　　施設整備だけでは追いつかない　　　　　

情報、土地利用及び防災施設が一体となった安全な地域づくりへの転換
■ 土砂災害防止法や都市水害新法を踏まえ、日頃からの危険に対する周知徹底等
■ 的確な避難のための徹底的な情報伝達　　■ 自助・共助・公助のバランスの取れた対策

情報、土地利用及び防災施設が一体となった安全な地域づくりへの転換

的確な避難
徹底的な情報提供

防災基盤
の整備
短期集中型
の事業展開

安全な土
地利用へ
の誘導
地域づくりと
一体となっ
た規制誘導

水防法改正、
土砂災害防止
法、都市水害
新法　等


